
生活協同組合コープみらい

重要な会計方針等および注記事項
１．重要な会計方針等
（１）有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

関係団体出資金および連合会出資金、子会社株式 移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準および評価方法

商品 売価還元法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（３）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物 8～34 年、構築物 10～20 年

機械装置 9～12 年、器具備品 5～8年

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

長期前払費用 均等償却

（４）引当金の計上基準

（５）消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しています。

（６）貸借対照表、損益計算書、附属明細書の金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

２．貸借対照表の注記
（１）担保に供している資産

①担保に供している資産

②担保に係る債務

③店舗プリペイドカード（ほぺたんカード）の導入にともない、資金決済に関する法律に基づく発行

保証金として、長期有価証券のうち 300,801 千円を供託しています。

貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、

貸倒懸念債権および破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しています。

賞与引当金 職員の賞与の支給に備えるために来期の支給見込額のうち当期の負担額を

計上しています。

ポイント引当金 組合員に付与したポイントの使用に備えるため、期末において将来使用されると

見込まれる額を計上しています。

退職給付引当金 職員の退職により支給する退職給付に備えるため、当事業年度における退職

給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しています。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっています。

② 数理計算上の差異および過去勤務費用の処理方法

数理計算上の差異は、翌会計年度から 5年（定率法）で費用処理して

います。

過去勤務費用は、発生年度から 5年（定額法）で費用処理しています。

正規職員（専任職）、福祉専門職員およびパート職員等については、簡便

法による期末自己都合退職要支給額を計上しています。

事業所再編損失引当

金

事業所の再編に伴い発生する損失に備え、合理的に見込まれる中途解約違約

金の損失見込額を計上しております。

建物 415,015 千円

土地 5,636,438 千円

借地権 107,965 千円

長期性預金 250,000 千円

計 6,409,418 千円

１年以内返済予定の長期借

入金

250,676 千円

保証債務 194,001 千円

計 444,677 千円



（２）保証債務等

当生協が出資しているコープデリ生活協同組合連合会の日本生活協同組合連合会に対する仕入債務

に対して連帯保証を行っており、当生協の保証限度額は 17,982,858 千円となります。また、

株式会社コープ協同サービスの中央労働金庫からの借入金に係る連帯保証債務は 194,001 千円です。

（３）子法人等に対する債権・債務

①株式会社コープ協同サービス

②一般財団法人コープみらい社会活動財団

③コープデリ連合会

④その他の子法人等

３．損益計算書の注記
（１）子法人等との取引

①株式会社コープ協同サービスとの取引高

②一般財団法人コープみらい社会活動財団

③コープデリ連合会との取引高

④その他の子法人等との取引高

（２）特別損益

①固定資産売却益の内容は、次のとおりです。

②固定資産売却損の内容は、次のとおりです。

短期貸付金 56,397 千円

長期貸付金 240,010 千円

差入保証金 145,500 千円

その他(流動資産) 643 千円

短期貸付金 3,100,900 千円

長期貸付金 15,618,500 千円

預り保証金 55,726 千円

未収金 22,322 千円

その他(流動資産) 128,130 千円

買掛金 2,014,101 千円

未払金 607,603 千円

預り金 196,878 千円

地代家賃 157,136 千円

雑費(基本財産出損金) 100,000 千円

雑費(その他出損金) 25,548 千円

仕入高 281,935,259 千円

分担費 8,307,654 千円

事業広報費 5,465,513 千円

委託料 2,462,062 千円

消耗品費 1,466,803 千円

利用割戻収入 681,526 千円

その他 3,299,434 千円

仕入高 12,374,038 千円

個配委託料 6,240,708 千円

その他 1,055,460 千円

建物付属設備 92 千円

機械装置 7 千円

器具備品 114 千円

土地 74,009 千円

建物 7,087 千円

建物付属設備 629 千円

構築物 12 千円

機械装置 4 千円



③固定資産除却損の内容は、次のとおりです。

（３）減損損失

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当生協は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業所を基本単位としてグルーピングしており、

個別施設を最小単位としています。

これらの内、土地の時価が著しく下落した事業所、事業活動から生ずる損益が継続してマイナスである事

業所、または使用方法の変更によって投資の回収が見込めなくなった事業所について、帳簿価額を回収可

能価額まで減損し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

減損損失の内訳は以下のとおりです。

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で測定

しており、正味売却価額については固定資産税評価額をもとに公示価格相当額または不動産鑑定評価基準

により評価し、その他固定資産については取引事例等を勘案した合理的な見積りにより評価しています。

また、使用価値については将来キャッシュ・フローを 2.0％で割り引いて算定しています。

（４）法人税等

法人税等には、法人税、地方法人税、住民税、地方法人特別税および事業税を計上しています。

（５）教育事業等繰越金

当期首繰越剰余金には、前事業年度の剰余金処分により繰越した教育事業等繰越金 170,000 千円が

含まれています。

４．退職給付に関する注記
（１）採用している退職給付制度

正規職員（専任職）および福祉専門職員を除く正規職員の退職の退職給付に備えるため、

退職一時金制度、確定給付型企業年金制度（日生協企業年金基金第１制度および日生協企業年金基金

第２制度）および確定拠出型企業年金制度を採用しています。

なお、正規職員（専任職）、福祉専門職員、パート職員等は退職一時金制度のみを採用しています。

（２）確定給付制度

器具備品 955 千円

建物 1,878 千円

建物付属設備 5,102 千円

構築物 241 千円

機械装置 1,524 千円

器具備品 3,795 千円

リース資産 1,945 千円

資産除去債務 12,770 千円

解体撤去工事 7,562 千円

場 所 用 途 種 類 減損損失（千円）

宅配センター 5件 配送センター 建物･その他 47,543

ＳＭ店 12 店 店舗 土地･建物･その他 913,453

ミニコープ 15 店 店舗 土地･建物･その他 76,263

利用事業 2件 利用事業 土地･建物･その他 11,520

本部 1 件 本部 土地･建物･その他 30,181

遊休資産 4件 遊休資産 土地･建物･その他 56,819

合 計 1,135,781

種 類 事業所数 遊休資産の数 減損損失（千円）

土 地 8 2 93,756

建 物 39 4 770,992

構築物・機械装置・器具備品 39 4 270,004

その他 2 1 1,027

合 計 1,135,781

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 17,988,517 千円

勤務費用 995,748 千円

利息費用 87,264 千円

数理計算上の差異の当期発生額 6,870 千円

退職給付の支払額 △886,339 千円

過去勤務費用の当期発生額 △688,807 千円



期末における退職給付債務 17,503,254 千円

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 15,306,379 千円

期待運用収益 153,063 千円

数理計算上の差異の当期発生額 △113,068 千円

事業主からの拠出額 485,211 千円

退職給付の支払額 △604,514 千円

期末における年金資産 15,227,072 千円

③ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

積立型制度の退職給付債務 14,959,800 千円

年金資産 △15,227,072 千円

△267,271 千円

非積立型制度の退職給付債務 2,543,453 千円

未認識数理計算上の差異 1,352,596 千円

未認識過去勤務費用 △688,807 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,939,971 千円

退職給付引当金 3,557,075 千円

前払年金費用 △617,103 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,939,971 千円

④ 退職給付に関連する損益

勤務費用 995,748 千円

利息費用 87,264 千円

期待運用収益 △153,063 千円

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △156,209 千円

過去勤務費用の当期の費用処理額 △172,201 千円

他生協等への出向者の退職分担金 △401,908 千円

転職支援退職金 37,872 千円

その他 2,271 千円

確定給付制度に係る退職給付費用 239,772 千円

⑤ 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

国内債券 2.5 ％

一般勘定 23.6 ％

短期資産 8.1 ％

国内株式 5.4 ％

外国債券 34.0 ％

外国株式 10.3 ％

その他 16.1 ％

合計 100.0 ％

（注）「その他」は伝統的な投資対象である株式や債券等への投資に代えて、安定的な収益性をめざ

し金融市場の動向に影響されにくいヘッジファンド等へ投資しています。

⑥ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しています。

⑦ 数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している）

割引率 0.5 ％

長期期待運用収益率 1.0 ％

（３） 確定拠出年金制度について

確定拠出制度への要拠出額は、211,441 千円です。

（４） 日生協企業年金基金第１制度について

正規職員（専任職）および福祉専門職員を除く正規職員については厚生年金基金から移行し

た日生協企業年金基金第１制度に加入しており、要拠出額を退職給付費用として処理しています。

当年度の日生協企業年金基金第１制度への拠出額は 191,133 千円です。



５．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産発生の主な原因別の内訳

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときのその差異の

原因となった主要な項目別の内訳

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
当期末におけるリースにより使用する固定資産の開示に関する会計基準の適用対象物件の重要性が乏しい

ため、注記を省略しています。

７．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

必要な資金は主に事業活動によるキャッシュ・フローおよび組合員出資金で調達しています。

資金運用については一時的な余裕資金を安全性の高い金融資産（長期性預金、国債、地方債、政府保証債）

で運用しています。なお、投機的な取引は、生協法施行規則第 198 条に基づき行っていません。

②金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

供給未収金に係る組合員の信用リスクは、組合員ごとの未収金管理を行い、リスクの低減をはかって

なお、日生協企業年金基金第１制度の積立状況および当組合の掛金拠出割合は下記のとおりです。

① 制度全体の積立状況に関する事項

年金資産の額 41,500,920 千円（2019 年 3 月 20 日）

年金財政計算上の給付債務の額 33,948,101 千円（2018 年 3 月 31 日）

差引額 7,552,819 千円

② 制度全体に占める当組合の掛金拠出割合 7.67 ％

③ 補足説明

給付債務の額は 2018 年 3 月末日時点、年金時価資産額は 2019 年 3 月 20 日時点で表示している

ため、1年のずれがあります。この差引額は、7,552,819 千円となっていますが、給付債務の額

は 1年分が追加されるため、差引額は減少します。

2018 年 3 月末時点の繰越剰余金は 6,541,336 千円で過去勤務債務残高はありません。

繰延税金資産（流動資産）

ポイント引当金 561,743 千円

賞与引当金 349,454 千円

前受金 101,961 千円

未払社会保険料 54,387 千円

その他 304,332 千円

合計 1,371,879 千円

繰延税金資産（固定資産）

減損損失等 3,523,003 千円

退職給付引当金 983,886 千円

資産除去債務等 718,252 千円

その他 156,988 千円

小計 5,382,131 千円

評価性引当額 △2,572,472 千円

合計 2,809,658 千円

繰延税金負債（固定負債）

前払年金費用 170,690 千円

建物（資産除去債務相当） 256,589 千円

合計 427,280 千円

繰延税金資産（固定資産）の純額 2,382,377 千円

法定実効税率 27.66 ％

（調整）

評価性引当額 △1.41 ％

軽減税率適用限度超過額 4.92 ％

住民税均等割 4.96 ％

受取配当金 △0.65 ％

その他 0.14 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.62 ％



います。

満期保有目的の債券は、債務不履行リスクが極めて低い国債、地方債、政府保証債に限定しており、保有

状況については定期的に理事会に報告されています。

差入保証金の信用リスクに関しては、期間管理および残高管理を行う管理体制をとっています。

関係団体等出資金については、定期的に発行団体の財務状況を把握しています。

（２）金融商品の時価等に関する事項

2019 年 3 月 20 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額があるものは次のとおりです。

なお、関係団体等出資金（貸借対照表計上額 21,167,877 千円）は、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、下表には含め

ていません。 （単位：千円）

*1 供給未収金に対して計上している貸倒引当金を控除しています。

（注 1）金融商品の時価の算定方法

① 現金預金・供給未収金・連合会買掛金は短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価格によっています。

② 差入保証金・長期性預金の時価は、その将来キャッシュフローを国債の利回りで割り引いた現在価値

により算定しています。

③ 有価証券および長期有価証券の時価は、取引所の価格によって算定しています。

④ 短期貸付金および長期貸付金の時価は、元利金の合計額を同様の新規貸付けを行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しています。

（注 2）金銭債権の償還予定額 （単位：千円）

８．賃貸等不動産に関する注記
当期末における賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用対象物件の重要性が乏しいため、

注記を省略しています。

９．資産除去債務に関する注記
（１）資産除去債務の概要

店舗やコープデリ宅配センター等の施設の一部は、不動産賃貸借契約および事業用定期借地権契約を

締結しており、賃貸借期間終了における原状回復義務に関し資産除去債務を計上しています。

また、一部の施設に使用されている有害物質を除去する義務に関しても資産除去債務を計上しています。

（２）資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を不動産賃貸借期間または有形固定資産の耐用年数と見積り、割引率は算定時点における

対象期間に応じた国債利回り率を使用して資産除去債務の金額を計算しています。

（３）資産除去債務の総額の増減

当事業年度における資産除去債務の残高は、次のとおりです。

科 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

現金預金 39,953,948 39,953,948 -

供給未収金 23,178,099

貸倒引当金*1 △233,304

22,944,795 22,944,795 -

10,496,201

10,750,000

7,000,538

10,482,379

10,949,999

7,155,625

△13,821

199,999

155,086

差入保証金

長期性預金
有価証券および長期有価証券

短期貸付金および長期貸付金 19,031,189 19,038,841 7,651

連合会買掛金 29,898,650 29,898,650 -

科 目 1年以内 1年超5年以内 5 年超 計

現金預金 39,953,948 - - 39,953,948

供給未収金 22,944,795 - - 22,944,795

差入保証金 387,935 1,602,956 8,505,310 10,496,201

長期性預金 - 750,000 10,000,000 10,750,000

有価証券および長期有価証券

満期保有目的の債券 1,200,171 1,551,037 4,249,329 7,000,538

短期貸付金および長期貸付金 3,157,697 9,312,773 6,560,718 19,031,189



１０．関連当事者との取引に関する注記
（１）子法人等 （単位：千円）

（取引条件および取引条件の決定方針等）

商品の仕入については、当生協のほか 6生協でコープデリ連合会を設立し、市場の実勢価格を勘案

して発注先および価格を決定しています。資金の貸付金利率については、市場金利を勘案して決定して

います。増資については、コープデリ連合会の定款にもとづいて、出資 1口につき 1,000 千円で引き受け

ています。

なお、上記金額のうち、取引金額については消費税等が含まれておらず、期末残高には含まれています。

（２）役員およびその近親者

これに該当する取引はありません。

種類 法人等の名称 所在地 出資金 事業の内容
議決権等の

所有割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子
法
人
等

コープデリ

生活協同組合

連合会

埼玉県

さいたま市

南区

23,335,000 物資の供給 直接

59.37％

商品の購入

役務の授受

その他

商品仕入

分担費

利用割戻収入

資金の貸付

資金の回収

利息の受取

281,935,259

8,307,654

681,526

5,789,000

3,411,900

104,667

連合会買掛金

連合会未払金

短期貸付金

長期貸付金

29,898,650

2,874,770

3,100,900

15,618,500

前期末残高 2,486,244 千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 88,032 千円

時の経過による調整額 37,935 千円

資産除去債務の履行による減少額 △ 20,425 千円

期末残高 2,591,786 千円


